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学会誌に関するアンケートご協力のお願い
　　　　　　　　　　　　　　　　　経営関連学会協議会ＳＳＣＩ問題委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（委員長　貫　隆夫）
拝啓　新年を迎え益々ご清祥のこととお喜び申し上げます。
すでに評議員会で提起され、委員会の設置が認められた検討課題につき、昨年12月23日に第1回委員会（委員名等は後記）を明治大学において開催いたしました。その結果、基礎資料を得るために、別紙の通り、アンケート調査を行うことになりました。何卒、ご協力のほどお願いいたします。本調査の背景と目的等は下記の通りです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具　　　　
（注：ＳＳＣＩはSocial Science Citation Index　の略記です）
記
1、 本アンケート調査の背景
研究者の業績評価において、アメリカを中心に論文掲載誌の引用頻度に基づくランキングを行い、ランキンググループ別に学術誌を分類し、ポイントを与え、そのポイント合計を採用や昇任の判定材料とすることが普及しています。
近年、台湾や韓国、中国などアジア諸国においてもこの方法が導入されるようになり、その場合、日本に留学し、帰国後は母国で研究職に就こうとするとき、あるいは採用後の昇格にさいして、ＳＳＣＩでは英語文献が圧倒的に有利となり、日本語使用の学会誌に掲載された論文は評価の対象外となる状況が生まれています。このような状態が続けば、外国からの日本語学術誌への投稿、ひいては日本留学へのインセンティヴがなくなるだけでなく、日本人研究者のグローバルな場での評価を不当に低いものにすることになりかねません。いずれにせよ、採用や雇用継続の危機にさらされている日本留学経験者の研究者達は、この問題に対する日本の学術団体からの対応に大きな期待を持っています。早急な対応をなすべき状況にあると判断されます。
2、 本調査の目的
英語文献のみが評価の対象となる事態はアジア諸国の学術にとっては由々しき問題です。上記しました状況への対応として、経営関連学会協議会は構成学会の学会誌が一定の加盟資格を満たした学会の機関誌であり、学術誌としての資格を備えていることを対外的に認知して貰うよう働き掛けていきたいと思います。ただし、そのすべてを一律に扱っては引用頻度による学術誌のランキングというＳＳＣＩに対抗することはできません。何らかの基準で母集団（この場合、構成学会の機関誌）からの絞り込みを行い、限定された数の機関誌をグルーピングする必要があります。
台湾が既にＴＳＳＣＩを制度化しているように、将来的にはアジア版、日本版の評価の仕組みを考えなければならないかと思いますが、さしあたり、研究業績が日本語の論文であるという理由で現在不利な状況に置かれている外国研究者の困難を少しでも緩和するために、今回のアンケートは、外国人研究者（現在、日本在住の研究者を含みます）の会員数、論文掲載数等に焦点を当てつつ、いくつかの設問をいたしました。したがって、このアンケートは構成学会の学会誌の質的水準を評価するものではもちろんありません。繰り返しになりますが、日本語の研究業績を持つ外国人研究者の不利を緩和することを目的とするものです。
3、 今後の日程
　2010年1月末　アンケート回収締め切り
2010年2月上旬～中旬　回答分析作業
2010年２月21日　理事会・評議員会における中間報告。
２010年3月以降　回答案の作成、理事会・評議員会での検討と承認
関係各国、各機関への働きかけ
４．委員会構成（敬称略）
　委員長　貫　隆夫（大東文化大学）
　委員　　風間信隆（明治大学）
委員　　佐藤幸人（アジア経済研究所）
　委員　　松丸正延（東海大学）
委員　　劉仁傑（台湾・東海大学）
事務局担当：清水一之（明治大学）
　なお、委員の人数に特に制限はありません。交通費等の支給はありませんが、委員会参加のご意思のある方は下記の連絡先にご連絡ください。今後の委員会開催に際し、ご案内を差し上げます。
回答返信先：委員会事務局　清水一之　shimizuk@kisc.meiji.ac.jp
（委員長連絡先：貫　隆夫　tnuki@hotmail.com
（自宅）〒204-0012　清瀬市中清戸5－83－57

                                                   　 以上
